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第２問（20点） 

次に示した株式会社神奈川物産の［資料］にもとづいて、下記の［設問］に答えなさい。なお、会計期間は平

成29年４月１日から平成30年３月31日までの１年間である。

［資料］

１．当期首における発行済株式総数は2,000株である。 

２．平成29年６月25日に定時株主総会を開催し、剰余金の配当および処分を次のように決定した。

⑴ 株主への配当を１株につき￥140にて実施する。繰越利益剰余金を財源とする。 

⑵ 会社法で規定する額の利益準備金を積み立てる。 

⑶ 繰越利益剰余金を処分して、別途積立金として￥31,500を積み立てる。

３．平成29年９月１日に新株を発行して増資を行い、300株を１株につき￥4,480で発行した。払込金は全額、当

座預金口座に預け入れた。増資に伴う資本金の計上額は、払込金の60％の金額とした。

４．平成29年12月５日に株式会社東京商事を吸収合併し、合併の対価として新株500株（１株当たりの時価は

￥4,550）を発行し、東京商事の株主に交付した。新株の発行に伴う純資産（株主資本）の増加額のうち、

￥1,225,000は資本金、￥700,000は資本準備金とし、残額はその他資本剰余金として計上する。東京商事から

承継した資産および負債は、次のとおりである。

現 金（帳簿価額￥3,815,000、時価￥3,815,000） 

売掛金（帳簿価額￥6,510,000、時価￥6,510,000） 

備 品（帳簿価額￥2,660,000、時価￥2,800,000） 

買掛金（帳簿価額￥5,775,000、時価￥5,775,000） 

借入金（帳簿価額￥5,600,000、時価￥5,600,000） 

５．当期末に保有しているその他有価証券は次のとおりであり、当期中にその他有価証券の売買はなかった。全

部純資産直入法により処理する。ただし、税法では、その他有価証券の評価差額の計上は認められていないの

で、税効果会計を適用する。法定実効税率は30％とする。

取得原価 前期末の時価 当期末の時価

甲社株式 ￥403,200 ￥442,400 ￥425,600 

乙社株式 ￥246,400 ￥224,000 ￥229,600 

６．決算を行った結果、当期純利益は￥350,000であることが判明した。なお、のれんは定額法（償却期間10年）

により月割りで償却を行っている。

［設問］

問１ 答案用紙に示した（   ）に適切な金額を記入して、株主資本等変動計算書を完成しなさい。なお、金

額が負の値であるときは、金額の前に△を付すこと。

問２ 貸借対照表に計上されるのれんの金額を答えなさい。

商 業 簿 記 
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第１問（20点） 

 下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、次の中から最も適当と思われるものを選び、正確

に記入すること。 

現 金  当 座 預 金  普 通 預 金  受 取 手 形 

売 掛 金 商 品 仮 払 消 費 税 未 収 還 付 消 費 税 

建 物 備 品 長 期 前 払 費 用 支 払 手 形 

買 掛 金 仮 受 消 費 税 未 払 配 当 金 未 払 消 費 税 

修 繕 引 当 金 建物減価償却累計額 資 本 金 資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 利 益 準 備 金 繰 越 利 益 剰 余 金 別 途 積 立 金 

売 上  雑 益  売 上 原 価  租 税 公 課 

修 繕 費 仕 入 広 告 宣 伝 費 減 価 償 却 費 

１．宮城商店は、栃木商店に商品 300個（原価＠￥1,400、売価＠￥1,750）を売り上げ、代金は掛けとした。な

お、宮城商店は月次で決算を行っており、商品売買に関しては、商品を仕入れたとき商品勘定に記入し、販売

したときそのつど売上原価を売上原価勘定に振り替える方法で記帳している。 

２．岐阜商業株式会社（年１回決算 ３月31日）の６月25日の株主総会において、繰越利益剰余金￥5,250,000

を次の通り処分することを決定した。 

株主配当金：１株につき￥880  利益準備金：会社法の定める金額 

別途積立金：￥350,000 

なお、株主総会時の同社の資本金は￥14,000,000、資本準備金は￥2,800,000、利益準備金は￥280,000であ

り、発行済株式数は2,000株である。 

３．当期首に、建物（ 取得原価 ￥15,750,000、残存価額 ゼロ、耐用年数 20年、定額法により償却、間接法に

より記帳 ）について修繕を行い、代金￥1,855,000を小切手を振り出して支払った。なお、このうち￥910,000

は建物の免震機能を向上させる効果があるものと認められた。修繕引当金の残高は￥420,000である。 

４．秋田物産株式会社は決算にあたり、商品売買取引に係る消費税の納付額を計算し、これを確定した。なお、

消費税の仮払額は￥117,600、仮受額は￥168,000であり、消費税の記帳方法として税抜方式を採用している。 

５．月初に広告用看板の掲示に関する契約を締結し、今後３年分の広告料金 ￥2,457,000を普通預金口座から支

払った。このさい、総額をいったん資産に計上し、さらに計上した資産から当月分（１か月分）の費用を計上

する処理を行った。 

問題編.indb   18 2018/11/18   18:27:14



2 

第２問（20点） 

 次に示した株式会社神奈川物産の［資料］にもとづいて、下記の［設問］に答えなさい。なお、会計期間は平

成29年４月１日から平成30年３月31日までの１年間である。 

［資料］ 

１．当期首における発行済株式総数は2,000株である。 

２．平成29年６月25日に定時株主総会を開催し、剰余金の配当および処分を次のように決定した。 

⑴ 株主への配当を１株につき￥140にて実施する。繰越利益剰余金を財源とする。

⑵ 会社法で規定する額の利益準備金を積み立てる。

⑶ 繰越利益剰余金を処分して、別途積立金として￥31,500を積み立てる。

３．平成29年９月１日に新株を発行して増資を行い、300株を１株につき￥4,480で発行した。払込金は全額、当

座預金口座に預け入れた。増資に伴う資本金の計上額は、払込金の60％の金額とした。 

４．平成29年12月５日に株式会社東京商事を吸収合併し、合併の対価として新株500株（１株当たりの時価は

￥4,550）を発行し、東京商事の株主に交付した。新株の発行に伴う純資産（株主資本）の増加額のうち、

￥1,225,000は資本金、￥700,000は資本準備金とし、残額はその他資本剰余金として計上する。東京商事から

承継した資産および負債は、次のとおりである。 

現 金（帳簿価額￥3,815,000、時価￥3,815,000） 

売掛金（帳簿価額￥6,510,000、時価￥6,510,000） 

備 品（帳簿価額￥2,660,000、時価￥2,800,000） 

買掛金（帳簿価額￥5,775,000、時価￥5,775,000） 

借入金（帳簿価額￥5,600,000、時価￥5,600,000） 

５．当期末に保有しているその他有価証券は次のとおりであり、当期中にその他有価証券の売買はなかった。全

部純資産直入法により処理する。ただし、税法では、その他有価証券の評価差額の計上は認められていないの

で、税効果会計を適用する。法定実効税率は30％とする。 

取得原価 前期末の時価 当期末の時価 

甲社株式 ￥403,200 ￥442,400 ￥425,600 

乙社株式 ￥246,400 ￥224,000 ￥229,600 

６．決算を行った結果、当期純利益は￥350,000であることが判明した。なお、のれんは定額法（償却期間10年）

により月割りで償却を行っている。 

［設問］ 

問１ 答案用紙に示した（   ）に適切な金額を記入して、株主資本等変動計算書を完成しなさい。なお、金

額が負の値であるときは、金額の前に△を付すこと。 

問２ 貸借対照表に計上されるのれんの金額を答えなさい。 

商 業 簿 記
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第１問（20点） 

下記の各取引について仕訳しなさい。ただし、勘定科目は、次の中から最も適当と思われるものを選び、正確

に記入すること。

現 金 当 座 預 金 普 通 預 金 受 取 手 形

売 掛 金 商 品 仮 払 消 費 税 未 収 還 付 消 費 税

建 物 備 品 長 期 前 払 費 用 支 払 手 形

買 掛 金 仮 受 消 費 税 未 払 配 当 金 未 払 消 費 税

修 繕 引 当 金 建物減価償却累計額 資 本 金 資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 利 益 準 備 金 繰 越 利 益 剰 余 金 別 途 積 立 金

売 上 雑 益 売 上 原 価 租 税 公 課

修 繕 費 仕 入 広 告 宣 伝 費 減 価 償 却 費 

１．宮城商店は、栃木商店に商品300個（原価＠￥1,400、売価＠￥1,750）を売り上げ、代金は掛けとした。な

お、宮城商店は月次で決算を行っており、商品売買に関しては、商品を仕入れたとき商品勘定に記入し、販売

したときそのつど売上原価を売上原価勘定に振り替える方法で記帳している。

２．岐阜商業株式会社（年１回決算 ３月31日）の６月25日の株主総会において、繰越利益剰余金￥5,250,000

を次の通り処分することを決定した。

株主配当金：１株につき￥880 利益準備金：会社法の定める金額 

別途積立金：￥350,000 

なお、株主総会時の同社の資本金は￥14,000,000、資本準備金は￥2,800,000、利益準備金は￥280,000であ

り、発行済株式数は2,000株である。 

３．当期首に、建物（取得原価 ￥15,750,000、残存価額 ゼロ、耐用年数 20年、定額法により償却、間接法に

より記帳 ）について修繕を行い、代金￥1,855,000を小切手を振り出して支払った。なお、このうち￥910,000

は建物の免震機能を向上させる効果があるものと認められた。修繕引当金の残高は￥420,000である。

４．秋田物産株式会社は決算にあたり、商品売買取引に係る消費税の納付額を計算し、これを確定した。なお、

消費税の仮払額は￥117,600、仮受額は￥168,000であり、消費税の記帳方法として税抜方式を採用している。 

５．月初に広告用看板の掲示に関する契約を締結し、今後３年分の広告料金￥2,457,000を普通預金口座から支

払った。このさい、総額をいったん資産に計上し、さらに計上した資産から当月分（１か月分）の費用を計上

する処理を行った。
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第３問（20点） 

 次に示した埼玉商事株式会社の［資料Ⅰ］、［資料Ⅱ］および［資料Ⅲ］にもとづいて、答案用紙の貸借対照表

を完成するとともに、区分式損益計算書に表示される、指定された種類の利益の金額を答えなさい。なお、会計

期間は平成29年４月１日から平成30年３月31日までの１年間である。ただし、本問では、税効果会計を考慮しな

いこととする。 

［資料Ⅰ］ 

決算整理前残高試算表 （単位：円） 

借 方 勘 定 科 目 貸 方 

1,049,440 現 金 預 金 

224,000 受 取 手 形 

547,680 売 掛 金 

貸 倒 引 当 金 10,080 

151,200 売 買 目 的 有 価 証 券 

193,200 繰 越 商 品 

6,111,000 建 物 

建物減価償却累計額 1,018,500 

672,000 備 品 

備品減価償却累計額 294,000 

630,000 リ ー ス 資 産

252,000 ソ フ ト ウ ェ ア

59,220 満 期 保 有 目 的 債 券 

支 払 手 形 232,260 

買 掛 金 441,000 

借 入 金 378,000 

リ ー ス 債 務 504,000 

資 本 金 5,880,000 

利 益 準 備 金 371,700 

繰 越 利 益 剰 余 金 463,420 

売 上 6,972,000 

有 価 証 券 利 息 1,260 

4,872,000 仕 入 

1,512,000 給 料 

164,660 水 道 光 熱 費 

107,520 保 険 料 

20,300 支 払 利 息 

16,566,220 16,566,220 

2 - 4 

［資料Ⅱ］ 決算にあたっての修正事項

１．売掛金のうち￥22,680は、得意先甲商店が倒産し、全額回収不能と判断された。なお、￥7,560は前期から

繰り越したものであり、残額は当期の売上取引から生じたものである。

２．当社では、商品の売買はすべて掛けにて行っており、収益の認識は検収基準にもとづいている。決算作業に

取り組んでいたところ、営業部門から商品Ａ（数量210個、原価＠￥560、売価＠￥800）を得意先乙商店に納品

し、先方による検収が３月中に完了していたとの連絡が入った。

３．平成30年３月30日に商品の掛け代金 700ドルの送金があり、取引銀行で円貨に両替し当座預金口座に入金し

ていたが、未記帳であった。なお、３月30日の為替相場は１ドル￥106である。また、この売掛金は平成30年３

月１日（為替相場：１ドル￥110）の輸出取引により生じたものである。

［資料Ⅲ］ 決算整理事項

１．受取手形および売掛金の期末残高に対して、１％の貸倒引当金を差額補充法により設定する。

２．商品の期末帳簿棚卸高は￥210,000（［資料Ⅱ］２．の売上に係る原価を控除済み）であり、実地棚卸高（原

価）は￥205,800であった。なお、商品のうち、次の価値の下落しているものが含まれていた。棚卸減耗損と商

品評価損は売上原価の内訳科目として処理する。

商品Ｂ 実地棚卸高 数量30個 取得原価＠￥560 正味売却価額＠￥420 

３．有価証券の内訳は次のとおりである。 

帳簿価額 期末時価 保有目的

Ｎ社株式 ￥70,560 ￥69,650 売 買 目 的

Ｅ社株式 ￥80,640 ￥83,720 売 買 目 的

Ｔ社社債 ￥59,220 ￥57,960 満期保有目的

なお、Ｔ社社債（額面総額￥63,000、利率年２％、利払日３月31日、償還日までの残りの期間は当期を含め

て３年間）については、償却原価法（定額法）により評価しており、前期末まで適切に行われている。

４．現金預金には、平成29年11月１日に以下の条件で預け入れた定期預金が含まれており、利息を月割計算にて

計上する。

   残高￥252,000 期間２年 利率年1.2％ 利払日10月31日

５．次の要領にて有形固定資産の減価償却を行う。

建 物 定額法 耐用年数30年 残存価額ゼロ

   備  品 200％定率法 耐用年数８年

リース資産 定額法 耐用年数５年 残存価額ゼロ

なお、リース資産は、当期首にリース契約した車両運搬具（見積現金購入価額￥630,000）であり、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に該当する。リース期間は５年、リース料は年額￥140,000（毎年３月末日に後

払い）であり、利子抜き法（利息の期間配分は定額法）により処理している。

６．ソフトウェアは、当期の10月１日に自社利用目的で購入し、同日より使用開始している。なお、このソフト

ウェアの利用可能期間は５年と見積もられており、定額法により月割りで償却を行う。

７．保険料は、かねてより毎年同額を８月１日に向こう１年分を前払いしている。 

８．支払利息のうち￥6,300は借入金の利息であるが、当期分の未計上額が￥3,150ある。なお、借入金はすべて

返済期日が平成31年４月１日以降に到来する。

９．税引前当期純利益の30％を法人税、住民税及び事業税に計上する。
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第３問（20点） 

次に示した埼玉商事株式会社の［資料Ⅰ］、［資料Ⅱ］および［資料Ⅲ］にもとづいて、答案用紙の貸借対照表

を完成するとともに、区分式損益計算書に表示される、指定された種類の利益の金額を答えなさい。なお、会計

期間は平成29年４月１日から平成30年３月31日までの１年間である。ただし、本問では、税効果会計を考慮しな

いこととする。 

［資料Ⅰ］

決算整理前残高試算表 （単位：円）

借 方 勘 定 科 目 貸 方

1,049,440 現 金 預 金

224,000 受 取 手 形

547,680 売 掛 金 

貸 倒 引 当 金 10,080 

151,200 売 買 目 的 有 価 証 券

193,200 繰 越 商 品

6,111,000 建 物

建物減価償却累計額 1,018,500

672,000 備 品

備品減価償却累計額 294,000 

630,000 リ ー ス 資 産

252,000 ソ フ ト ウ ェ ア

59,220 満 期 保 有 目 的 債 券

支 払 手 形 232,260 

買 掛 金 441,000 

借 入 金 378,000 

リ ー ス 債 務 504,000 

資 本 金 5,880,000 

利 益 準 備 金 371,700 

繰 越 利 益 剰 余 金 463,420 

売 上 6,972,000

有 価 証 券 利 息 1,260

4,872,000 仕 入

1,512,000 給 料

164,660 水 道 光 熱 費

107,520 保 険 料 

20,300 支 払 利 息

16,566,220 16,566,220 

［資料Ⅱ］ 決算にあたっての修正事項 

１．売掛金のうち￥22,680は、得意先甲商店が倒産し、全額 回収不能と判断された。なお、￥7,560は前期から

繰り越したものであり、残額は当期の売上取引から生じたものである。 

２．当社では、商品の売買はすべて掛けにて行っており、収益の認識は検収基準にもとづいている。決算作業に

取り組んでいたところ、営業部門から商品Ａ（数量210個、原価＠￥560、売価＠￥800）を得意先乙商店に納品

し、先方による検収が３月中に完了していたとの連絡が入った。 

３．平成30年３月30日に商品の掛け代金 700ドルの送金があり、取引銀行で円貨に両替し当座預金口座に入金し

ていたが、未記帳であった。なお、３月30日の為替相場は１ドル￥106である。また、この売掛金は平成30年３

月１日（為替相場：１ドル￥110）の輸出取引により生じたものである。 

［資料Ⅲ］ 決算整理事項 

１．受取手形および売掛金の期末残高に対して、１％の貸倒引当金を差額補充法により設定する。 

２．商品の期末帳簿棚卸高は￥210,000（［資料Ⅱ］２．の売上に係る原価を控除済み）であり、実地棚卸高（原

価）は￥205,800であった。なお、商品のうち、次の価値の下落しているものが含まれていた。棚卸減耗損と商

品評価損は売上原価の内訳科目として処理する。 

 商品Ｂ 実地棚卸高 数量30個 取得原価＠￥560 正味売却価額＠￥420 

３．有価証券の内訳は次のとおりである。 

帳簿価額  期末時価  保有目的 

Ｎ社株式 ￥70,560 ￥69,650 売 買 目 的 

Ｅ社株式 ￥80,640 ￥83,720 売 買 目 的 

Ｔ社社債 ￥59,220 ￥57,960 満期保有目的 

なお、Ｔ社社債（額面総額￥63,000、利率年２％、利払日３月31日、償還日までの残りの期間は当期を含め

て３年間）については、償却原価法（定額法）により評価しており、前期末まで適切に行われている。 

４．現金預金には、平成29年11月１日に以下の条件で預け入れた定期預金が含まれており、利息を月割計算にて

計上する。 

   残高￥252,000 期間２年 利率年1.2％ 利払日10月31日 

５．次の要領にて有形固定資産の減価償却を行う。 

建 物 定額法 耐用年数30年 残存価額ゼロ 

   備  品 200％定率法 耐用年数８年 

リース資産 定額法 耐用年数５年 残存価額ゼロ

なお、リース資産は、当期首にリース契約した車両運搬具（見積現金購入価額￥630,000）であり、所有権移

転外ファイナンス・リース取引に該当する。リース期間は５年、リース料は年額￥140,000（毎年３月末日に後

払い）であり、利子抜き法（利息の期間配分は定額法）により処理している。 

６．ソフトウェアは、当期の10月１日に自社利用目的で購入し、同日より使用開始している。なお、このソフト

ウェアの利用可能期間は５年と見積もられており、定額法により月割りで償却を行う。

７．保険料は、かねてより毎年同額を８月１日に向こう１年分を前払いしている。 

８．支払利息のうち￥6,300は借入金の利息であるが、当期分の未計上額が￥3,150ある。なお、借入金はすべて

返済期日が平成31年４月１日以降に到来する。 

９．税引前当期純利益の30％を法人税、住民税及び事業税に計上する。 
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第４問（20点） 

 当社は遠隔地に工場をもつことから、工場会計を独立させている。材料の発注と製品の販売は本社が行う。材

料の納入業者には、工場内にある材料倉庫へ直接納入するように指示している。工場で製造された製品は、完成

後ただちに本社に搬送され、本社内にある製品倉庫にて保管される。本社工場間取引に内部利益の付加はない。

材料の購入代金など支払い関係はすべて本社が行っている。 

 下記の ⑴ ～ ⑸ は、当月における取引の一部である。工場において行われる仕訳を示しなさい。なお、工場元帳

には、次の勘定が設定されている。 

材 料 賃 金 ・ 給 料 仕 掛 品 製 造 間 接 費 

本 社

⑴ 掛けで購入した素材7,000kg（購入価額 580円／kg）が工場の材料倉庫に納入された。なお、購入に際し、本

社は、140,000円の引取運賃を支払っている。 

⑵ 素材を製造現場に出庫し、直接材料として5,250kg、間接材料として350kg消費した。なお、素材の月初在庫

はなかった。

⑶ 本社は、工場および本社の従業員に対して給与9,800,000円を現金で支給した。そのうち、工場の従業員に対

する支給額は5,880,000円である。 

⑷ 工場設備の当月の減価償却費を計上した。工場設備の減価償却費の年間見積額は16,800,000円である。

⑸ 製品12,600,000円が完成し、本社の製品倉庫に搬送・保管された。

2 - 6 

第５問（20点） 

当社の大阪工場では、直接材料を工程の始点で投入し、単一の製品甲をロット生産している。標準原価計算制

度を採用し、勘定記入の方法はパーシャル・プランによる。次の［資料］にもとづいて、答案用紙の標準製造原

価差異分析表を完成しなさい。なお、差異分析では変動予算を用い、能率差異は変動費のみで計算するものとす

る。また、月初に仕掛品の在庫は存在しなかった。

［資料］

１．製品甲の原価標準

直 接 材料 費 標 準 単 価 1,050円／㎏ 標 準 消 費 量 ５kg／個 5,250 円

直 接 労務 費 標 準 賃 率 840円／時間 標準直接作業時間 ２時間／個 1,680 円

製 造 間接 費 標準配賦率 1,260円／時間 標準直接作業時間 ２時間／個 2,520 円

9,450 円 

(注) 月間製造間接費予算 1,260,000円（内訳：変動費560,000円、固定費 700,000円） 

月 間 基 準 操 業 度 1,000時間（直接作業時間）

２．当月の生産実績データ

完 成 品 480個

月 末 仕掛 品 20個（進捗度50％）

３．当月の実際原価データ

直 接 材料 費 総額 2,744,000円 実 際 消 費 量 2,450kg 

直 接 労務 費 総額 762,300円 実際直接作業時間 990時間

製 造 間接 費 総額 1,295,000円 
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第４問（20点） 

当社は遠隔地に工場をもつことから、工場会計を独立させている。材料の発注と製品の販売は本社が行う。材

料の納入業者には、工場内にある材料倉庫へ直接納入するように指示している。工場で製造された製品は、完成

後ただちに本社に搬送され、本社内にある製品倉庫にて保管される。本社工場間取引に内部利益の付加はない。

材料の購入代金など支払い関係はすべて本社が行っている。

下記の ⑴ ～ ⑸ は、当月における取引の一部である。工場において行われる仕訳を示しなさい。なお、工場元帳

には、次の勘定が設定されている。

材 料 賃 金 ・ 給 料 仕 掛 品 製 造 間 接 費 

本 社

⑴ 掛けで購入した素材7,000kg（購入価額 580円／kg）が工場の材料倉庫に納入された。なお、購入に際し、本

社は、140,000円の引取運賃を支払っている。 

⑵ 素材を製造現場に出庫し、直接材料として5,250kg、間接材料として350kg消費した。なお、素材の月初在庫

はなかった。

⑶ 本社は、工場および本社の従業員に対して給与9,800,000円を現金で支給した。そのうち、工場の従業員に対

する支給額は5,880,000円である。

⑷ 工場設備の当月の減価償却費を計上した。工場設備の減価償却費の年間見積額は16,800,000円である。

⑸ 製品12,600,000円が完成し、本社の製品倉庫に搬送・保管された。 
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第５問（20点） 

 当社の大阪工場では、直接材料を工程の始点で投入し、単一の製品甲をロット生産している。標準原価計算制

度を採用し、勘定記入の方法はパーシャル・プランによる。次の［資料］にもとづいて、答案用紙の標準製造原

価差異分析表を完成しなさい。なお、差異分析では変動予算を用い、能率差異は変動費のみで計算するものとす

る。また、月初に仕掛品の在庫は存在しなかった。 

［資料］ 

１．製品甲の原価標準 

直 接 材料 費  標 準 単 価 1,050円／㎏ 標 準 消 費 量 ５kg／個 5,250 円 

直 接 労務 費  標 準 賃 率   840円／時間 標準直接作業時間 ２時間／個 1,680 円 

製 造 間接 費  標準配賦率 1,260円／時間 標準直接作業時間 ２時間／個 2,520 円 

9,450 円 

(注) 月間製造間接費予算 1,260,000円（内訳：変動費 560,000円、固定費 700,000円） 

 月 間 基 準 操 業 度  1,000時間（直接作業時間） 

２．当月の生産実績データ 

完 成 品 480個 

月 末 仕掛 品 20個 （進捗度50％） 

３．当月の実際原価データ 

直 接 材料 費 総額 2,744,000円 実 際 消 費 量 2,450kg 

直 接 労務 費 総額 762,300円 実際直接作業時間 990時間 

製 造 間接 費 総額 1,295,000円 
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